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　関係事業者各位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡山県保健福祉障害福祉課長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （　公　印　省　略　）
グループホーム・ケアホームの利用の際の助成について
　本県の障害福祉行政の推進につきましては、日頃から格別の御協力をいただき、厚く御礼申し上げます。
　昨年１２月公布の「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」では、本年１０月１日から、標記の助成制度の施行が予定されておりますが、このたび、厚生労働省から、関係の事務処理、利用者負担認定に関する資料の改訂案が示されました。
　ついては、支給申請に係る援助等、利用者の支援について、配慮をお願いします。
　なお、標記法律の一部施行に伴う関係省令の整備に関する省令（案）及び告示（案）について、現在、国のパブリックコメントが行われていますので、あわせてお知らせするとともに、今後の政省令等の改正作業等により内容の変更があり得ることを申し添えます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　制度概要
　　生活保護・市町村民税世帯非課税であるグループホーム・ケアホーム利用者を対象に、
家賃を助成対象として、利用者１人当たり月額１万円を上限（実費が下回る場合は、当
該実費）に、特定障害者特別給付費（補足給付）として、市町村が支給。（法定代理受
領の場合、報酬と同様、翌々月に、事業所へ支給）
２　支給手続
　　支給を受けようとする者は、市町村への申請が必要。その際、入居している共同生活
住居に係る家賃の額を証する書類（契約書または事業者の家賃額証明書）を添付するこ
とが必要。
３　留意事項
（１）法定代理受領の場合、利用者からの家賃徴収にあたっては、家賃額から補足給付の
額を減じた額で費用徴収ください。
（２）体験利用を含め、月の中途で入退居した際など、日割で家賃額を計算する場合は、
支給決定額を上限として、実際に家賃に要した額が助成の対象となります。
（３）家賃額の改定が行われた場合は、あらためて、市町村あて、家賃の額を証する書類
（契約書または事業者の家賃額証明書）を提出ください。
（４）家賃額の改定に際しては、利用者に対し、重要事項説明書等により説明を行い、同
意を得る必要があります。
（５）運営規程等で規定する家賃を改定する際には、所轄の県民局あて運営規定の変更届
の提出が必要になります。
（６）今後、利用者は、原則として、負担上限額の認定の申請と併せて、毎年、申請が必
要になります。
４　参考様式
　　共同生活住居の家賃額証明書
５　参考資料
（１）介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）（改訂案）
　　　（うち関係箇所の抜粋）
（２）障害福祉サービス・障害児施設支援の利用者負担認定の手引き（改訂案）
　　　（うち関係箇所の抜粋）
（３）介護給付費・訓練等給付費等明細書（ＣＨ・ＧＨ）様式（案）
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